
 

 

 202６年度活動計画  

 

１ 今の暮らしをどう見るか ～暮らしから見つめる社会～ 

 物価の上昇が続いています（※１）。報道が多いコメだけではなく広い範囲で値上げがあり、国

民の収入が伸びない中（※２）、暮らしの厳しさが継続していると言えます。 

加えて、2025 年１月に発足した米国の新政権の政策の影響が懸念されています。関税の上昇だ

けではなく、対米交渉の中で確認された多くの約束、とりわけ巨額な対米支出（投資、製品購

入）の影響が日本経済に与える影響については、各方面からマイナス方向への予測がされていま

す。 

 政策に加えて、多様性の排除や移民施策の厳格化などに見られる米国内の法制度の方向転換、

世界の状況への対応に見られる自国利益優先の行動は、これまでの国際社会が歴史的に積み上げ

てきた共通認識である基本的人権の尊重、侵略戦争の禁止などの理念、及び「われらは、全世界

の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権利を有することを確認す

る」と書かれた日本国憲法の前文の精神に反するものであり、全通研の理念とは相容れません。 

また、日本社会の言論状況への影響が懸念されます。最近の国政・地方選挙では、厳しい暮ら

しを反映して減税や社会保険料負担の軽減の主張が支持を集める一方で、自己責任や外国人排斥

を強く主張する政党・候補者が支持を広げている情勢があります。ＳＮＳを通じた虚偽の情報が

投票行動に影響を与えている状況も伝えられています。 

 これらの社会状況は、私たちの今の暮らしの苦しさ、将来の暮らしへの不安が続く中で、人権

の尊重や平等などの人間らしく生きるための理念よりも（本質的には暮らしに関係がない）他者

への攻撃や刹那的な行動をよしとする心理が反映している面があると考えられます。 

 

※１：2024 年の消費者物価指数（総務省）は、2020 年比で＋8.5％。 

※２：2024 年の実質賃金（事業所規模５人以上。現金給与総額：毎月勤労統計調査。厚生労働

省）によると、2020 年比で -0.7%。 

 

 外国人排斥や自己責任の意見が広がる背景に、苦しい暮らしの中で「自分（日本）のことだけ

でよい」「外国人・他人の支援は不要」という考え方があるとすれば、社会の関与を必要とする障

害者の権利保障を促進しない懸念があり、全通研の理念である「権利としての手話通訳」、さらに

は障害者福祉を充実させようとする方向性とは相容れないものと言えます。 

 日本の現政権の連立政権合意書に記載された「憲法改正」「安全保障改革」「社会保障改革」の

具体的な内容が見えてくるのはこれからですが、障害者の暮らしを充実させようとする視点が弱

くなることが懸念されます。 

 全通研は、創立以来掲げている「ろう者の権利を守る手話通訳」の理念を、手話通訳制度を評

価する基本的なものさしとしています。「権利を守る」ことは、ろう者が障害のない人と同様の権

利を有し、安心して暮らすことができる社会の実現を目指す、ということを意味しています。 

 ろう者が安心して暮らし、また手話通訳者が安心して働くためには、すべての国民の基本的人

権が守られていなければなりません。手話通訳制度の内容を前進させるためには、国民の暮ら

し、さらには社会の状況を併せて学ぶ必要があります。 

 

２ 聴覚障害者を取り巻く環境  手話通訳者の現状 

手話が言語であることや、手話の必要性の認知が社会の中で広がっています。手話言語条例を

制定する自治体は、41都道府県/22 区/397 市/146 町/13 村、計 619 自治体（2026 年２月 28 日現

在）になっています。手話言語法の早期制定や条例制定市区の拡大、手話関連施策の充実などを

目的に 2016 年に設立された「全国手話言語市区長会」に入会している自治体は全 1,741 市区



 

 

（1,718 市町村、23 特別区）の約 37.6％の 654 市区となっています。 

 2025 年６月に成立した「手話に関する施策の推進に関する法律」では、目的、基本理念、国及

び地方公共団体の責務、基本的施策が定められたことから、今後の手話に関わるさまざまな事業

を進めるにあたっての基本的な枠組みとなると想定されます。 

 2025 年 11 月に開催された「東京 2025 デフリンピック」は、単に国際的な障害者スポーツイベ

ントというだけではなく、国際手話通訳者や手話による実況中継アナウンサーの養成事業が実施

されるなど、社会的に大きな広がりがある行事でした。 

 関連して、聴覚障害アスリートや大会ボランティア、さらには手話通訳の現状についての報道

もあり、ろう者の暮らしや手話通訳の状況に至るまで社会的認知の拡大に大きく貢献したと思わ

れます。 

 その一方、2025 年に実施された「雇用された手話通訳者の労働と健康に関する実態調査」によ

ると、若年層の参入が少なく、手話通訳者の平均年齢が上昇していることや健康状態の悪化な

ど、手話通訳者の働く状況に依然として改善がない状況が明らかになっています。 

 新たな法の制定、デフリンピックによる聴覚障害や手話に関する理解の広がりにより、ろう者

の社会参加の機会はさらに増加し、それに伴い手話通訳のニーズも増えることが予想されます。 

 社会の中でＩＣＴ技術の利活用が進んでいます。聴覚障害者の暮らしにも大きな影響があり、

遠隔手話通訳や電話リレーサービスなど新たな手話通訳分野にも関わっています。全日本ろうあ

連盟が研究を進めている「ろう者による手話通訳」、オンライン会議などの新しい通訳場面に対応

できる手話通訳者の養成など、手話通訳の分野で検討が必要な新たな課題も生まれています。 

 これらの情勢を踏まえ、全通研は、より良い手話通訳制度の構築を図り、2025 年度、国内の通

訳や福祉の分野の専門家と共に、日本の手話通訳に関する制度について議論・提言する「手話通

訳制度調査研究委員会」を発足させました。 

 全通研は創立時より「聴覚障害者の生活と権利を守る」立場をとり、全日本ろうあ連盟と共に

ろう者の権利保障をめざした手話通訳活動を続けてきました。今後も引き続き、手話通訳実践や

活動の中で自らの主張や理念を繰り返し検証し、社会の幅広い課題について学びを深め、制度の

改善を求め続けていきます。 

 

３ 事業計画の基本的な考え方 

 2025 年度の代議員会やブロック別会議を踏まえて、事業の検討を行いました。会運営の柱は、

以前の縦割り組織による事業を見直し、一つ一つの議論の質を上げて全国の会員に適宜、適切な

方針を届けることができるようにすることを目指しています。機関誌の構成を再編し、全通研組

織としての情報発信を行う、本部が主催する学習会の回数などが主な変更内容です。 

以上のような現状認識を基に、2026 年度の全通研の事業計画を提案します。 

◇これまで実施してきた事業の見直しを行い、全通研の目的である「聴覚障害者福祉と手話通訳者

の社会的地位の向上」の実現に注力するため、事業内容を絞り込みます。 

◇サマーフォーラムを軸として、各部局で行ってきた事業などをより合わせ、より効果的に高めて

いく学習や活動を進めます。 

◇これまでの全通研の取り組みや学習活動を踏まえ、手話通訳の制度問題を検討し、手話通訳制度

に関するグランドデザインを提示します 

◇社会的環境の変化に伴う課題への対応策を丁寧に議論し、共通の理解を作り、全国のなかまに適

宜提案できる組織力をつけていくことを目指します。 

◇全日本ろうあ連盟・日本手話通訳士協会に加えて幅広い団体とのネットワークの構築・連携強化

を進めます。 

 

 

 



 

 

 

【202６年度活動計画】  

１ 「つながる」 

（１）組織拡大の取り組み 

各支部から会員継続の呼びかけや、手話やろう者に関する学習、交流を深める活動の工夫など

により、３年連続で会員数が増えています。2026 年度も引き続き、支部で取り組んでいる学習や

活動の様子についてブロックを通じて取りまとめ、全通研ホームページに掲載し共有します。 

支部やブロックで課題となっている役員の担い手不足や他団体との連携、幅広い年齢層の会員

とつながり、お互いに理解を深める活動などについて理事会全体で議論し、魅力ある組織づく

り、持続可能な運営体制などについて検討します。 

また、手話施策推進法の施行やデフリンピック開催などで手話や手話通訳に対する社会の注目

度が高まっている今を好機と捉え、地域や全国集会等のあらゆる場面で全通研活動を広く社会に

発信し、一人でも多くの会員を増やす取り組みを継続します。 

 

 （２）次世代活動委員会（通称：N-Action） 

ア 基本的な考え方 

 全通研では 2015 年代議員会において、全通研次世代活動委員会（通称： N-Action）を設立し、

約 10 年に渡って活動してきました。この 10年間、ブロックや支部においては次世代会員が役員や

運営委員を担うなど、次世代会員の拡大及び活動支援に結びつけることができました。しかしなが

ら、依然として概ね 40 歳以下の次世代会員は全体の約 1 割程度で、若年層の会員を増やすことが

重要です。 

全世代の会員が相互に学び合いながら、これからも魅力ある組織を目指して、活動内容や方法に

ついて議論を深めます。今後は次世代活動委員会が策定した「仲間づくり」「組織づくり」「活動づ

くり」に沿って、支部やブロックと連携し、組織基盤の強化と活性化を図ります。 

 

イ 仲間づくり 

 2026 年８月 28 日～30 日に開催される「サマーフォーラム in しずおか」に合わせ、連盟青年部

の協力のもと「N-Actionのつどい」を実施します。全通研や連盟の同世代との交流を通して、とも

に活動する仲間づくりの場とします。 

 

ウ 組織づくり 

 これまで冬に開催していた「N-Action 合宿」については、支部やブロックで活動する次世代会員

の活動活性化を図る観点から、より効果の高い組織づくりとしての事業を展開するため、2024 年度

に開始した分科会の構成内容や、記念講演を含めた全体プログラムの見直しなど、事業内容の再検

討を行うことにします。 

 

エ 活動づくり 

 次世代活動委員会として支部やブロックで現在、活動している次世代会員の活動状況や悩みを

把握することや、次世代会員がより主体的に活動に参画できるよう、支部やブロックを対象とし

たニーズ調査を実施し、年度内に次世代活動委員会の方向性について再検討します。 

 また、次世代会員の活動について地域の次世代活動代表者を対象とした「全国次世代活動代表

者会議（仮称）」の開催検討を行います。 

 

 

 

 



 

 

 

２ 「たかめる」  

（１）手話通訳者の健康問題への取り組み 

手話通訳者の健康を守ることは全通研の大切な運動のひとつです。2025年度に厚生労働省の補

助金を受けて行われた「手話通訳者の労働環境等の実態に関する調査研究―雇用された手話通訳

者の労働と健康についての実態調査―」の結果に基づいた学習会を行います。本調査の結果を踏

まえて『みんなでめざそうよりよい手話通訳』の改訂を引き続き検討します。 

けいわん患者やその関係者が気軽に参加できる唯一の情報交換の場である「けいわん患者の全国

交流会」や滋賀医科大学の協力を得て行っている「けいわん 110番」について継続します。 

 健康普及員については、支部やブロックでそれぞれの状況に合わせて、今後も会員の健康を守る

活動を継続することは必要です。今後も資格認定の４項目（運動論・医学論・メンタル・ストレッ

チ）について支部、ブロックで学習会を行い、４項目修了者には健康普及員証を発行します。 

 前回 2020年度に行った「けいわん健診実施機関一覧の調査」を実施し、支部に情報提供します。 

雇用された手話通訳者の動態調査については方法を見直し、厚生労働省に提供された資料をもと

に新たに設置場所や人数の確認調査を実施します。 

 

（２）第５９回全国手話通訳問題研究集会～サマーフォーラム in しずおか～ 

各支部からのレポートを基に討議を行う、またはテーマごとの講座で学ぶサマーフォーラム。各

ブロックの持ち回り開催なので、各地域の歴史や問題などに触れる機会にもなります。また会員同

士の全国的な交流の場であり、情報収集の場でもあります。 

2026 年度は８月 28日（金）～30日（日）に静岡県で開催されます。大会テーマは「～継承と改

革 静岡から未来へ～」です。これからの全通研を全員で考え未来へ繋がる集会にしていきます。 

サマーフォーラムは組織拡大への取り組みの場でもあります。仲間と一緒に積極的な参加をして

いただけるよう呼びかけます。また、討論の積み上げができるよう、分科会のあり方を考えていき

ます。 

 

（３）全通研Ｗｅｂオープンスクール 

会員拡大のため、全通研会員ではない人も対象とする Web オープンスクールを１回開催しま

す。参加費は無料としますので支部の集団視聴などを通して、会員拡大の機会や会員同士の学び

を深める場となることを期待します。 

 

（４）研究活動強化事業 

各支部・ブロックの研究活動を推進することを目的に、日ごろの活動やこれまでサマーフォー

ラムでレポート発表した継続的な取り組み等の研究活動に必要な経費の4/5を助成する事業を継続

します。 

 

（５）講師派遣事業 

「全通研講師リスト」を更新して各支部に情報提供し、支部・ブロック活動の強化につなげ、今

後の講師派遣制度が継続的かつ公平に運用ができるように運用面で改善を図り 2026 年４月１日か

ら新しい講師派遣規定により運営を行います。新しい規程では、講師派遣にかかる旅費は本部が負

担(上限あり)し、旅費のかからないオンライン開催の場合、講師謝金の半分を本部が負担します。 

 

（６）機関誌『手話通訳問題研究』の発行 

2026 年度より従来の形態を大きく見直し、全通研活動と社会情勢を踏まえた特集に特化したも



 

 

のとします。発行回数は４回と同じですが、内２回の特集に関しては、代議員会、サマーフォーラ

ムを取り上げます。 

第 176 号……2026 年 ５月下旬発行 特集「手話に関する施策の推進に関する法律」制定できこえ 

ない人の暮らしはどう変わるか 

第 177 号……2026 年 ８月下旬発行 特集「2026 年度代議員会」 

第 178 号……2026 年 11月下旬発行 特集未定 

第 179 号……2027 年 ２月下旬発行 特集「サマーフォーラム inしずおか」 

 

３ はたらきかける 

（１）手話通訳制度の改善 

  〈特別委員会〉手話通訳制度調査研究委員会 

手話通訳制度調査研究委員会は、会議の中で、改善が進まない手話通訳制度の現状と課題を 

分析します。必要に応じ実地調査や関係者からの意見聴取を実施し、活動内容を理事会に報告し

ます。理事会は、報告内容について、全通研の方針や事業計画への反映を図ります。会議の内容

は、随時会員と共有します。 

 手話や手話通訳に関わる情勢が多様に変化する中、短期的な議論で結論を出す場ではなく、中

長期的な議論の場として位置付けます。 

〈手話施策推進法に関する取組〉 

 手話施策推進法は 2025 年から施行されていますが、法の理念をろう者の暮らしや手話通訳制度

の改善に結び付けていくことが必要です。 

  手話施策推進法の見直しと具体化を視野に入れ、全日本ろうあ連盟および日本手話通訳士協会

との連携を進めながら、国および自治体の行政計画に手話施策が具体的に位置づけられるよう運

動を進めます。また、そのために地域での学習会の開催や課題の共有を進めるとともに、今後の

取り組みを計画的に進めるためのロードマップづくりについても検討します。 

 

（２）手話関係者の健康を考える３団体委員会の取り組み 

全通研、全日本ろうあ連盟、日本手話通訳士協会で構成する委員会で、手話関係者の健康や身

分保障の改善等の問題に取り組みます。 

引き続き「手話関係者の健康フォーラム」を開催し、手話関係者の健康問題について周知を図

ります。また手話施策推進法の制定を受け、処遇改善を目指し検討を進めます。 

 

（３）機関会議の開催 

   代議員会、代議員会ブロック別会議、理事会  

定時代議員会を 2026年５月 23～24日に神戸市で開催します。また、代議員会の討議を充実させ

ることを目的に、４月に代議員会ブロック別会議を開催します。 

 また、10 月には代議員会ブロック別会議（秋期）を開催し、2027 年度事業計画や予算を検討す

るうえで支部やブロックからの意見交換を行います。 

 2025 年度に続き、年間を通して理事会を必要に応じて開催し、すみやかな意思決定と討議の充実

を図ります。 

 

（４）広報活動の強化 

  ア 会員向けの情報発信 

全通研ＮＥＷＳの毎月 20 日定期発行を継続し、各部局発信の情報をタイムリーに届けます。 

2026 年度のリーフレットは、2025年度内に作成し、ホームページに掲載することができました。 

2026 年度以降は、毎年リーフレットの内容を改めるのではなく、継続的に使用するようにします。

印刷での配布ではなく、ホームページに掲載し、活用しやすくします。 



 

 

 

 イ 社会に向けて情報発信 

ホームページは、現存のものに新たな掲載項目を加え、見やすくすると共に、幅広い人に全通研

を知ってもらう画面配置にします。また更新の頻度を上げることで最新の情報を得られるようにし

ます。 

また、「全通研 NOW！」で、全通研活動がわかるタイムリーな話題を随時発信していきます。 

 

（５）出版活動 

新刊『よりよい対人援助をめざして』を、関係団体以外にも広く周知し、販売に繋げます。自主

製作の学習教材のほか、社会福祉法人全国手話研修センター、その他の団体の斡旋図書を販売しま

す。会員への情報提供および販売促進として「読みたい見たい」を毎月配信します。 

 在庫整理を実施し、適切な販売管理を行います。 

 

（６）国際活動 

ア 情報発信 
WASLIや海外の手話通訳関係のニュースを日本語に翻訳して全通研ホームページに掲載して周知しま

す。また、全通研の国際活動について、機関誌『手話通訳問題研究』を通して紹介します。 

５月に開催されるWASLI総会、および、８月以降（日程調整中）に開催されるWASLIアジア会議に理

事等を派遣し、全通研の取り組みをWASLIやWASLIアジアに発信します。また、世界の手話通訳界の情

報を収集し全通研会員に情報共有します。 

 

  イ アジア支援 
８月以降（日程調整中）にインド・ニューデリーで開催される WASLIアジア手話通訳者会議を、WASLI

アジア地域代表として主催します。WFD アジア地域事務局代表者会議と併催することで、アジア地域の

手話通訳者とろう者団体の連携を図ります。また、オンラインシステムを活用し、手話通訳者協会の設

立や手話通訳者養成・手話通訳者トレーニングを求めている国を支援します。 

 

４ 財政活動 

2026 年度は、2025 年度に引き続き新たな事業区分での予算編成としています。 

 一般会計の収入源はほとんどが会費です。そのため基本的に会費収入で賄える予算編成を目指し

ました。事業費は、全体的な事業見直しによる支出額の縮小を考慮しつつ、会員に還元すべき学習・

研究活動に重点的に予算を配分しています。 

 管理費では、代議員会ブロック別会議秋期が追加されたことにより、ブロック交付金の見直しを

行います。新設された財務管理費に全通研ホームページにかかる費用を追加し、歴史の保全と会員

のアクセスしやすさを考えます。 

 正味財産計算書においては、経常収益 1億 286万円に対して、経常費用 8,116 万円と差引し 2,170

万円の黒字を目指しています。 

 収入において、会員数 1 万人としています。 

2025 年度会員数は 10,113 人（2026 年２月末数）で、2024 年度から 189 人増加したことから 1万

人としました。 

 2024 年度から実施している事業の見直しなどを進め、予算の多くを占める旅費の削減に取り組

みながらも国民に向けた広報活動や新規事業の手話通訳制度調査研究委員会のように、全通研が長

年行ってきた手話通訳の認知度を高める取り組みや身分保障につなげる分野には重点的に予算を

振り分けます。 

 一般会計収支計算書においては、事業活動収入（会費８千万＋預貯金利息）に対して 123万円の

黒字予算としています。 



 

 

 収益事業会計収支計算書においては、収益事業収入 2,511 万円、うち売り上げ 2,204 万円と見込

んでいます。 

 また、将来の財務安定を図り、余剰資金の運用についても専門家の意見を聞きながら検討してい

きます。 

 

 

 

５ 202６年度事業計画（カレンダー） 

年 月 日 行 事 会場 

2026 

（令和８） 

５ 23（土）～24（日） 定時代議員 兵庫県 

７ 調整中 
Web学習会「2025年雇用された手話通訳者の労

働と健康についての報告会」（仮） 
オンライン 

８ 
28（金）～30（日） 

第59回全国手話通訳問題研究集会 

～サマーフォーラムinしずおか～ 
静岡県 

29（土） N-Actionのつどい 静岡県 

11 
28（土） けいわん患者の交流会 石川県 

29（日） 手話関係者の健康フォーラム2026 石川県 

2027 

（令和９） 
２ 

27（土） Webオープンスクール オンライン 

調整中 N-Action合宿 調整中 

 

 

 

 

 

 


